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５月の出来事
●時事
  2日  4月の国内新車販売台数、過去最低18.5万台
　      子供人口30年連続減 1693万人
  9日  浜岡原発、全停止を決定
12日  警備会社に強盗 6億円被害
　      なおも先の見えない原発問題
　      生肉、食中毒事件
●山梨県中央会ニュース
16日  第2回正副会長会議
　      第１回中央会理事会
　      青年中央会通常総会
６月の予定
  2日  第3回正副会長会議
　      平成23年度中央会通常総会
　      第2回中央会理事会
15日  平成23年度全国中央会通常総会
25日  「中小企業の森」整備事業
27日  第1回新卒合同企業説明会

１面　中小企業の節電対策、東京電力職員が説明
３面　県内４月の景況、全業種で震災の影響広がる
４面　旬な組合事業の取り組みを紹介！！
５面　山縣新会長が誕生、青年中央会 新体制がスタート　
８面　多くの善意が集まりました　東日本大震災　中央会災害見舞金協力先

今月の見どころ

　冒
頭
、山
梨
県
産
業
労
働
部
産
業
政
策
課
の

望
月
課
長
が
主
催
者
を
代
表
し
て
次
の
と
お

り
概
要
説
明
を
行
っ
た
。

　東
日
本
大
震
災
の
影
響
で
東
京
電
力
及
び

東
北
電
力
管
内
の
今
夏
の
電
力
不
足
が
懸
念

さ
れ
る
。東
京
電
力
の
７
月
末
の
電
力
供
給
見

込
み
が
５
，３
８
０
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト（
東
北
電

力
へ
の
電
力
融
通
を
含
む
）に
対
し
て
、昨
年

の
電
力
需
要
ピ
ー
ク
は
６
，０
０
０
万
キ
ロ
ワ

ッ
ト
で
あ
る
こ
と
か
ら
、需
用
面
の
対
策
が
と

ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　対
策
の
主
な
も
の
は
、①
大
口
需
要
家（
契

約
電
力
５
０
０
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
上
の
事
業
者
）

に
は
、平
成
23
年
７
月
１
日
〜
９
月
22
日（
平

日
）の
９
時
〜
20
時
の
間
、昨
年
使
用
最
大
電

力
値
に
対
す
る
15
％
削
減
、②
小
口
需
要
家

（
契
約
電
力
５
０
０
キ
ロ
ワ
ッ
ト
未
満
の
事
業

者
）に
は
、「
節
電
行
動
計
画
の
標
準
フ
ォ
ー

マ
ッ
ト
」
を
活
用
し
た
節
電
取
組
の
周
知
に

よ
る
節
電
の
取
り
組
み
、③
家
庭
に
お
い
て

は
、節
電
を
促
す
た
め
の
「
家
庭
の
節
電
対
策

メ
ニ
ュ
ー
」
の
周
知
、④
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト

と
し
て
、不
実
施
が
原
則
の
計
画
停
電
を
万
が

一
実
施
す
る
場
合
に
備
え
て
、運
用
の
改
善
を

図
る
た
め
の
取
り
組
み
内
容
が
話
さ
れ
た
。

　併
せ
て
、節
電
は
、ピ
ー
ク
時
カ
ッ
ト
を
目

的
と
す
る
も
の
で
、総
需
要
量
を
抑
制
す
る
も

の
で
は
な
い
こ
と
、時
間
帯
は
９
時
か
ら
20
時

で
あ
る
こ
と
等
が
説
明
さ
れ
た
。

　ま
た
、説
明
会
に
は
、東
京
電
力
株
式
会
社

山
梨
支
店
営
業
部
長（
清
水
靖
博
）、同
ソ
リ
ュ

ー
シ
ョ
ン
グ
ル
ー
プ
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー（
佐
藤
敏

郎
）、同
法
人
営
業
グ
ル
ー
プ
担
当（
小
島
健
）

が
講
師
と
し
て
出
席
し
、次
の
よ
う
な
説
明
を

行
っ
た
。

　ま
ず
、東
京
電
力
管
内
の
、地
震
・
津
波
に
よ

る
原
子
力
発
電
所
・
火
力
発
電
所
の
設
備
被
害

に
つ
い
て
状
況
が
報
告
さ
れ
た
。こ
の
た
め
、

震
災
前
５
，２
０
０
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
あ
っ
た
発

電
量
が
震
災
直
後
３
，１
０
０
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト

に
ま
で
低
下
し
た
。こ
れ
に
よ
り
、計
画
停
電

を
行
い
企
業
に
迷
惑
と
不
便
を
か
け
た
こ
と

へ
の
お
詫
び
。さ
ら
に
、被
害
設
備
の
復
旧
状

況
の
見
通
し
に
加
え
て
、今
夏
の
最
大
電
力
需

要
量
を
５
，５
０
０
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
と
想
定
し

て
お
り
、７
月
末
ま
で
に
５
，５
２
０
万
キ
ロ

ワ
ッ
ト
の
供
給
量
を
確
保
す
る
見
通
し
で
あ

る
が
、昨
年
の
よ
う
な
猛
暑
と
な
っ
た
場
合
、

受
給
の
安
定
が
保
て
な
い
お
そ
れ
が
あ
り
、節

電
へ
の
協
力
依
頼
が
さ
れ
た
。

　こ
の
後
、５
月
に
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
が
発

表
し
た
「
小
口
需
要
家
の
節
電
行
動
計
画
の

標
準
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
」
の
解
説
が
さ
れ
た
。こ

れ
は
、小
口
需
要
家
が
具
体
的
な
抑
制
目
標

と
、そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
の
形
態
に
適
合
す
る
形

で
、自
主
的
に
節
電
行
動
計
画
を
策
定
・
公
表

で
き
る
よ
う
、取
組
を
促
す
目
的
で
用
意
さ
れ

た
も
の
で
、①
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
、②
卸
・
小
売
店

（
食
品
ス
ー
パ
ー
を
除
く
）、③
食
品
ス
ー
パ
ー
、

④
医
療
機
関
、⑤
ホ
テ
ル
・
旅
館
、⑥
飲
食
店
、

⑦
学
校
、⑧
製
造
業（
工
場
）の
８
分
野
に
つ
い

て
、分
野
別
の
電
力
消
費
の
特
徴
と
節
電
行
動

計
画
が
作
成
で
き
る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。

　説
明
会
で
は
、中
央
会
内
藤
悦
次
会
長
か
ら

「
停
電
は
企
業
の
生
産
活
動
に
影
響
が
大
き

い
。節
電
に
協
力
し
や
す
い
よ
う
、東
電
は
正

確
な
情
報
を
常
時
開
示
し
て
ほ
し
い
。」
と
の

要
望
も
さ
れ
た
。

　な
お
、６
月
20
日（
月
）に
は
、甲
府
市
総
合

市
民
会
館
に
お
い
て
、関
東
経
済
産
業
局
主
催

の
「
電
力
需
給
対
策
セ
ミ
ナ
ー
」
が
開
催
さ
れ

る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

節
電
対
策
の
説
明
会
を
開
催

節
電
対
策
の
説
明
会
を
開
催

　山
梨
県
と
山
梨
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
は
、５
月
16
日
、中
央
会
研

修
室
に
お
い
て
「
今
夏
の
電
力
対
策
に
係
る
節
電
方
策
等
説
明
会
」
を

開
催
し
た
。

多くの参加者で満席となった説明会場

概要説明を行う望月課長

節電対策等の説明を行う東電山梨支店
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ibuki収支決算より事業報告、それ以上に事業計画
　多
く
の
組
合
の
通
常
総
会
が
５
月

に
終
了
し
、い
よ
い
よ
実
質
的
な
新
年

度
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。

　中
央
会
職
員
と
し
て
総
会
に
出
席

す
る
こ
と
も
多
い
が
、総
会
の
議
案
説

明
の
際
に
、組
合
執
行
部
が
「
昨
年
度

の
決
算
」
に
重
点
を
お
い
て
議
案
説

明
し
、組
合
員
も
「
お
金
の
使
わ
れ

方
」
に
注
目
し
が
ち
で
あ
る
よ
う
に
感

ず
る
。

　確
か
に
、組
合
員
は
賦
課
金
を
納
入

し
、組
合
執
行
部
は
そ
れ
で
組
合
運
営

の
舵
取
り
を
ま
か
さ
れ
て
い
る
以
上
、

決
算
の
承
認
に
敏
感
に
な
る
の
も
当

然
で
あ
ろ
う
。

　し
か
し
、「
ど
の
よ
う
な
事
業
を
行

い
、そ
の
結
果
が
決
算
の
数
字
と
し
て

表
れ
る
」
と
い
う
流
れ
で
考
え
る
な
ら

ば
、収
支
決
算
よ
り
も
事
業
報
告
の
内

容
を
詳
し
く
説
明
し
、実
施
さ
れ
た
事

業
が
必
要
十
分
で
あ
っ
た
か
が
問
わ

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。ま
た
、事
業

報
告
や
収
支
決
算
は
一
年
間
の
組
合

活
動
の
結
果
の
報
告
で
あ
る
か
ら
、承

認
す
る
か
否
か
と
い
う
議
決
と
な
ら

ざ
る
を
え
な
い
。

　そ
の
点
か
ら
考
え
る
な
ら
ば
、総
会

で
は
昨
年
度
の
活
動
結
果
で
あ
る
決

算
よ
り
も
今
年
度
の
未
来
の
事
業
計

画
に
組
合
員
の
活
発
な
意
見
交
換
が

行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　と
り
あ
え
ず
総
会
で
新
年
度
事
業

の
ア
ウ
ト
ラ
イ
ン
が
決
定
さ
れ
た
と
こ

ろ
で
あ
る
。組
合
執
行
部
に
は
、事
業

計
画
の
具
体
的
な
実
施
に
あ
た
っ
て

は
、組
合
員
の
ニ
ー
ズ
を
く
み
取
り
、

新
た
な
事
業
展
開
に
知
恵
を
絞
り
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
傾
け
て
い
っ
て
欲
し
い
と

思
う
。

　も
ち
ろ
ん
中
央
会
に
も
、組
合
の
将

来
や
課
題
解
決
に
つ
い
て
積
極
的
に

提
案
で
き
る
役
割
が
求
め
ら
れ
て
い
る

こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。

　最低賃金の引上げに対応した賃金の引上げを行うためには、生産性の向
上等の経営改善を通じて賃金支払能力の向上を図ると同時に、経営改善に
よって変更される賃金制度、労働時間制度、労働安全衛生管理体制等の見
直しを図ることが重要となります。これらの課題に取り組む中小企業への
支援として経営面と労働面の相談等をそれぞれの専門家によってワン・ス
トップで対応できる相談窓口を設置し、指導・援助しています。
⑴ 山梨県最低賃金総合相談支援センター（山梨県中小企業団体中央会内）
　　　所 在 地：甲府市飯田2丁目2－1
　　　　　　　　Tel：055-237-3215
　　　担当地域：山梨県内全域
　　　開所日等：原則として、土、日、祝日等を除く毎日
　　　　　　　　午前9時～午後5時
⑵ 郡内最低賃金相談支援コーナー（山梨県中小企業団体中央会 郡内支所内）
　　　所 在 地：富士吉田市上吉田2277-3
　　　　　　　　TEL：0555-22-2166
　　　担当地域：郡内地域
　　　開所日等：原則として、毎週火曜日及び木曜日
　　　　　　　　午前9時～午後5時

　事業場内の最も低い時間給を、4年以内で計画的に800円以上に引き上
げる中小企業に対して、賃金引上げに資する業務改善経費を支援します。
　支給要件は以下のとおりになります。
　① 賃金改善計画の策定
（事業場内で最も低い時間給を4年以内に800円以上に引上げる内
容。）

　② 業務改善計画の策定
（労働者の意見を聴いて策定し、申請年度の改善経費が10万円以上で
あること。）

　③ 事業場内最低賃金規程の作成
（①に基づき、事業場内最低賃金を40円以上引き上げる内容を定める
こと）

　④賃金改善の実施（③に基づき賃金を引き上げ3ヶ月以上支払うこと。）
　⑤業務改善の実施（②に基づき業務改善を実施し、その経費を支払うこ
　　と）
　上記①の計画期間中に支給要件を満たした年度に⑤の経費の2分の1（上
限100万円）を支給します。

▼
電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
子
回
路
、電
気
機
械
器
具
、情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業
最
低
賃
金
　
7
8
9
円
／
時
間

▼
山
梨
県
最
低
賃
金
　
6
8
9
円
／
時
間
　
　
　
　
▼
自
動
車
・
同
附
属
品
製
造
業
最
低
賃
金
　
7
9
8
円
／
時
間

中小企業相談支援事業のご案内
　最低賃金の引上げについては、平成22年6月の雇用戦略対話において「できる限り早期に全国最低800円を確保し、景気状況に配慮しつつ全国
平均1,000円を目指す」ことが合意され、政府の新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）に盛り込まれました。この合意は、政・労・使三者の合意
であり、一体となって取り組んでいくものです。　　　
　最低賃金の引上げに当たっては、経営面・労務面の両面の改善等が課題となりますが、これらの課題に取り組む中小企業に対する支援措置とし
て、下記の助成制度等を行っています。
　事業主の皆様におかれましては、これら制度を活用することにより、労働者の最低賃金の引上げをご検討いただくようお願いします。

詳しくは、山梨労働局賃金室　℡ 055-225-2854 まで

その 1 その 2▶中小企業相談支援事業

経営・労働面の相談に無料で応じます。
▶業務改善助成金

最賃引上げに取り組む企業を助成します。

実施内容　企業ごとにブースを設け、学生との面談により、採用のきっ
　　　　　かけとしていただきます。（フリーガイダンス方式）
対 象 者　平成24年3月に大学等を卒業予定者及び卒業後3年以内の既卒者
　　　　　＊大学等…大学院、大学、短大、高専、専修学校、高等技術専門校、高校など
参加要件　次の①、②の両方に該当する企業とさせていただきます。
　　　　　①山梨県内に事業所等がある（予定を含む）。
　　　　　②運営にご協力いただける企業（当日の「相談状況」、「アンケート」の提出等）
申込方法　裏面の「参加申込書」ご記入のうえ、郵送又はFAXにて、下記までお申し込み　
　　　　　下さい。
申込期限　平成23年6月20日㈪まで
　　　　　＊申込多数の場合は、申込期限の前に募集を終了させていただく場合があります。

　山梨県及び山梨県中小企業団体中央会では、平成24年3月に大学・短大・
専門学校等卒業予定者のために、合同就職説明会を開催します。
　平成24年3月に新規学校卒業予定者等を採用する絶好の機会ですので、平
成24年3月新規学卒者等の採用計画がありましたら、ぜひご参加ください。

平成24年3月
卒業者向け
平成24年3月
卒業者向け
平成24年3月
卒業者向け

●主催：山梨県、山梨県中小企業団体中央会
●問い合わせ先：山梨県中小企業団体中央会労働課　〒400-0035  甲府市飯田2-2-1山梨県中小企業会館4階　TEL055-237-3215　FAX055-237-3216

第1回 参加
無料

平成23年6月27日（月）
午後1時～午後4時（受付は午後0時30分～）

ベルクラシック甲府 グレース
（甲府市丸の内1-1-17）

日　時

場　所

やまなし中小企業合同就職説明会を開催やまなし中小企業合同就職説明会を開催
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データから見た業界の動き（平成23年4月分）
収益状況
2010年4月

景況感
2010年4月

売上高
2010年4月

2011年4月 2011年4月2011年4月

減少
32%

不変
40%

増加
28% 悪化

32%
不変
58%

好転
10%

悪化
38%

不変
54%

好転
8%

減少
52% 不変

32%

増加
16%

悪化
54%

不変
42%

好転
4%

悪化
54%

不変
42%

好転
4%

　本県の4月の景況は、全業種のDI値が、売上高－
36（前年同月比－32）、収益状況－50（前年同月比
－28）、景況感－50（前年同月比－20）となってお
り、業種別のDI値では製造業で、売上高－25（前年
同月比－15）、収益状況は－40（前年同月比－
15）、景況感は－45（前年同月比－15）。非製造業
で、売上高－43（前年同月比－43）、収益状況－57
（前年同月比－37）、景況感－53（前年同月比－
23）となっている。
　全体では、前年同月比で全ての項目において、DI
値が悪化している。（前月比は全項目でほぼ横這
い）業種別の前年同月比でも、製造業・非製造業と
もに全項目でDI値は悪化している。特に非製造業
の売上高のDI値に関しては、－43ポイントと悪化
の幅が最も大きくなっており、東日本大震災の間
接的な被害が影響している。
　情報連絡員による県内の４月の業況報告では、
東日本大震災による取引先、材料・資材などの調達
先の被災、イベントの中止・自粛、計画停電による
営業時間の短縮、生産調整、放射能による風評被害
など、3月の報告と比較すると、被害状況が明確に
なり、ほぼ全業種にわたって震災による間接的な
被害が、拡大している現状がよく分かる。
　今後の節電対策が、企業の経済活動に、どの程度
の影響を及ぼし、どの様な結果をもたらすのかが
懸念される。

●山梨県中小企業団体中央会情報連絡員報告業
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▼
デ
ー
タ
か
ら
見
た

声業界の業
界
の
現
況
は
？

　３
月
11
日
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
か
ら
数
ヶ
月
経
過

し
ま
し
た
が
、震
災
後
、当
業
界
に
お
い
て
も
様
々
な
影
響
が

出
て
き
て
い
ま
す
。今
回
の
震
災
は
未
だ
か
つ
て
な
い
大
き

な
被
害
を
も
た
ら
し
て
い
る
た
め
、観
光
業
を
主
と
す
る
当

業
界
で
は
、旅
客
消
費
者
の
マ
イ
ン
ド
低
下
、自
粛
等
に
よ
る

観
光
活
動
の
減
少
、外
国
人
旅
行
客
の
減
少
等
が
痛
手
と
な

っ
て
い
ま
す
。震
災
直
後
に
は
、バ
ス
の
予
約
キ
ャ
ン
セ
ル
が

８
〜
９
割
と
な
っ
た
他
、４
月
ま
で
行
わ
れ
て
い
た
計
画
停

電
も
大
き
な
影
響
を
与
え
ま
し
た
。観
光
イ
ベ
ン
ト
等
の
中

止
、停
電
の
影
響
に
よ
る
旅
館
の
休
業
等
、バ
ス
の
利
用
が
大

幅
に
減
少
し
ま
し
た
。４
月
、５
月
は
お
花
見
や
ゴ
ー
ル
デ
ン

ウ
ィ
ー
ク
が
あ
り
、当
業
界
に
と
っ
て
は
バ
ス
の
利
用
客
が

増
え
る
時
期
で
は
あ
る
の
で
す
が
、東
北
地
方
の
お
花
見
プ

ラ
ン
の
減
少
や
利
用
客
の
減
少
、ま
た
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー

ク
も
消
費
者
の
マ
イ
ン
ド
低
下
等
が
あ
り
、期
待
し
た
売
上

に
は
な
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　そ
の
他
、ジ
ワ
ジ
ワ
と
値
段
が
高
騰
し
て
い
る
ガ
ソ
リ
ン

も
、当
業
界
に
と
っ
て
は
厳
し
い
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
の
展
開
は
？

　当
業
界
に
と
っ
て
年
間
で
１
番
売
上
が
期
待
で
き
る
の
が
、

秋
の
観
光
シ
ー
ズ
ン
で
す
。秋
は
、団
体
客
が
年
間
で
１
番
動

く
時
期
と
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、当
業
界
も
期
待
を
寄
せ
て

い
ま
す
。今
年
度
は
震
災
の
影
響
も
あ
り
、ど
れ
だ
け
の
旅
行

客
が
観
光
を
楽
し
ん
で
い
た
だ
け
る
か
わ
か
り
ま
せ
ん
が
、

当
業
界
も
そ
の
シ
ー
ズ
ン
に
向
け
て
力
を
入
れ
て
い
き
た
い

と
思
い
ま
す
。ま
た
、当
業
界
に
と
っ
て
明
る
い
兆
し
と
な
っ

た
の
が
、東
京
デ
ィ
ズ
ニ
ー
リ
ゾ
ー
ト
の
営
業
再
開
で
す
。東

京
デ
ィ
ズ
ニ
ー
リ
ゾ
ー
ト
は
根
強
い
人
気
を
誇
っ
て
い
ま
す

の
で
、そ
れ
ら
へ
の
ツ

ア
ー
に
も
期
待
を
し
て

い
ま
す
。そ
の
他
、今
回

の
震
災
を
受
け
て
、被

災
地
復
興
に
力
を
貸

し
た
い
と
い
う
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
を
希
望
す
る

方
々
か
ら
の
要
望
に
よ

り
、今
後
、ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
派
遣
ツ
ア
ー
も
検
討

し
て
い
き
た
い
と
思
い

ま
す
。

 

ト
ピ
ッ
ク
ス

　景
気
動
向
の
変
化
、現
状
と

そ
の
背
景
な
ど
に
つ
い
て
、業

界
ま
た
は
組
合
員
全
体
の
動

向
・
予
測（
売
上
高
・
原
燃
料
等

経
費
・
資
金
繰
り
な
ど
）に
つ
い

て
コ
メ
ン
ト
を
求
め
た
。ま
た
、

震
災
の
影
響
に
つ
い
て
も
回
答

を
求
め
た
。

 

業
界
か
ら
一
言

■
製
造
業

●
食
料
品（
洋
菓
子
製
造
）／
販

売
先
で
あ
る
東
北
地
方
の
大

手
ス
ー
パ
ー
の
店
舗
が
被

災
、閉
店
。輸
出（
台
湾
、中

国
、米
国
）も
皆
無
の
状
況
。

今
後
包
装
資
材
会
社
の
被
災

で
フ
ィ
ル
ム
の
品
薄
、原
材
料

（
小
麦
他
）の
値
上
げ
が
予
想

さ
れ
る
。

●
繊
維
・
同
製
品（
織
物
）／
節

電
に
よ
る
ク
ー
ル
ビ
ズ
の
前

倒
し
で
ネ
ク
タ
イ
関
連
が
厳

し
い
。産
地
の
主
力
で
あ
る
裏

地
の
減
産
が
進
み
、機
屋
、染

色
工
場
の
稼
働
状
況
が
急
激

に
悪
く
な
っ
た
。4
月
後
半
か

ら
服
地
の
見
本
等
の
要
望
は

増
え
て
き
た
。傘
、パ
ラ
ソ
ル

関
連
で
は
、遮
光
、遮
熱
加
工

の
生
地
使
い
の
商
品
が
ヒ
ッ

ト
し
て
い
る
。薬
品
、燃
料
等

の
値
上
が
り
に
よ
り
、整
理
加

工
工
賃
が
20
〜
30
%
値
上
が

り
し
、他
産
地
、中
国
と
の
競

争
に
負
け
て
い
る
。

●
繊
維・同
製
品（
ア
パ
レ
ル
）／

原
発
事
故
に
よ
り
、中
国
実
習

生
の
帰
国
希
望
者
が
多
数
あ

っ
た
が
、説
明
に
よ
り
2
名
の

帰
国
者
で
お
さ
ま
っ
た
。5
月

の
中
国
現
地
で
の
実
習
生
の

募
集
で
は
、希
望
人
数
を
大
き

く
下
回
っ
た
。

●
木
材
・
木
製
品
製
造
／
合
板

や
、断
熱
材
、ユ
ニ
ッ
ト
バ
ス

な
ど
震
災
の
影
響
で
納
期
遅

れ
が
現
場
で
発
生
し
て
い
る
。

材
料
は
値
上
が
り
傾
向
に
あ

り
、水
回
り
に
限
れ
ば
10
%
ア

ッ
プ
の
も
の
も
あ
る
。

●
窯
業
・
土
石（
生
コ
ン
）／
建

築
の
大
型
物
件
が
あ
る
甲
府

地
区
、峡
東
地
区
の
リ
ニ
ア
関

係
が
伸
び
、出
荷
量
が
増
加
し

た
。セ
メ
ン
ト
の
不
足
と
値
上

げ
が
心
配
さ
れ
る
。

●
鉄
鋼
・
金
属
／
震
災
の
影
響

に
よ
り
生
産
の
計
画
が
立
た

ず
。回
復
は
10
月
位
ま
で
か
か

る
見
込
み
。自
動
車
関
係
は
減

産
の
影
響
も
大
き
い
。

●
一
般
機
器
／
一
部
の
企
業
は

自
家
発
電
装
置
の
部
品
や
放

射
能
検
索
探
知
器
の
部
品
な

ど
生
産
が
多
忙
な
と
こ
ろ
も

あ
る
が
、原
材
料
の
入
荷
が
遅

れ
て
い
る
た
め
生
産
が
思
う

よ
う
に
で
き
な
い
。自
動
車
関

連
で
は
東
北
地
方
の
企
業
の

生
産
ラ
イ
ン
に
支
障
を
き
た

し
、部
品
の
納
入
が
出
来
な
い

た
め
3
割
程
度
の
操
業
し
か

で
き
ず
。新
規
開
発
計
画
も
、

国
内
で
の
生
産
が
見
送
り
と

な
り
、海
外
発
注
に
切
替
え
た

企
業
も
あ
る
。

●
電
気
機
器
／
大
震
災
に
よ
り

取
引
先
か
ら
の
支
給
品
の
未

支
給
、自
社
手
配
の
購
入
品

が
納
期
よ
り
遅
れ
た
り
、回
答

が
得
ら
れ
な
い
事
が
多
く
発

生
し
て
い
る
。受
注
は
あ
る
が

完
成
を
み
な
い
。

■
非
製
造
業

●
卸
売（
紙
製
品
）／
中
国
等
へ

の
輸
出
が
放
射
能
汚
染
の
風

評
で
禁
止
。東
北
地
方
に
あ
る

製
紙
メ
ー
カ
ー
が
壊
滅
状
態

で
京
浜
か
ら
出
荷
し
て
い
た

原
料
が
計
画
停
電
に
よ
る
操

業
中
止
で
生
産
ス
ト
ッ
プ
。
　

●
小
売（
食
肉
）／
観
光
地
・
飲

食
店
の
売
り
上
げ
が
軒
並
み

落
ち
込
み
、売
り
上
げ
が
大

幅
減
。

●
小
売（
自
動
車
）／
震
災
に
よ

る
メ
ー
カ
ー
の
製
造
調
整
に

よ
り
、新
車
の
販
売
は
約
６
割

減
。通
常
稼
動
ま
で
に
は
年
内

一
杯
か
か
る
見
通
し
。

●
小
売（
石
油
）／
急
激
な
原
油

価
格
の
上
昇
と
円
安
ド
ル
高

に
よ
り
原
油
コ
ス
ト
が
上
昇

し
た
。元
売
各
社
は
震
災
後
の

仕
切
り
改
定
を
凍
結
し
て
き

た
が
、こ
の
間
上
昇
し
た
価
格

分
を
通
常
改
定
し
た
た
め
、県

内
給
油
所
は
元
売
値
上
げ
分

3
円
〜
4
円
を
値
上
げ
し
た
。

●
不
動
産
取
引
／
税
制
改
正
が

決
ま
ら
な
い
こ
と
の
他
、住
宅

用
資
材
の
不
足
に
よ
り
、建
築

着
工
が
減
少
し
て
い
る
。大
震

災
前
か
ら「
断
熱
材
」の
不
足

が
あ
っ
た
が
、大
震
災
後
、コ

ン
パ
ネ
、シ
ス
テ
ム
キ
ッ
チ
ン

関
連
商
品
の
不
足
が
目
立
つ
。

受
注
は
で
き
る
が
、品
物
が
不

足
し
て
い
て
完
成
で
き
な
い
。

●
宿
泊
業
／
自
粛
ム
ー
ド
で
本

県
の
最
大
の
イ
ベ
ン
ト
信
玄

公
祭
り
が
中
止
と
な
っ
た
。引

き
続
き
予
約
は
キ
ャ
ン
セ
ル

と
な
り
、新
規
の
予
約
が
入
ら

な
い
状
態
が
続
い
て
い
る
。日

本
全
国
の
観
光
業
が
放
射
能

と
い
う
風
評
被
害
と
戦
っ
て

お
り
、一
日
も
早
い
安
全
な
収

束
を
望
ん
で
い
る
。

●
建
設（
住
宅
関
連
）／
震
災
の

た
め
合
板
等
の
入
荷
が
悪
く

な
っ
て
い
る
。

●
建
設
業（
鉄
構
）／
鉄
骨
需
要

は
相
変
ら
ず
低
調
で
推
移
し

て
お
り
、鋼
板
の
大
幅
値
上
げ

な
ど
に
よ
り
受
注
環
境
は
一

層
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
。

●
設
備
工
事（
管
設
備
）／
行
政

の
予
算
縮
減
等
が
あ
り
、大
変

厳
し
い
運
営
が
予
想
さ
れ
る
。

管
設
備
材
料
は
値
上
が
り
が

激
し
い
。

●
運
輸（
バ
ス
）／
震
災
直
後
か

ら
の
予
約
取
り
消
し
は
一
段

落
し
た
が
、先
の
予
約
が
少
な

く
先
行
き
不
安
。

　

 

山
梨
県
バ
ス
事
業
協
同
組
合
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理
事
長

　大
木 

俊
隆 

氏

4月分
平成23年
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　消
防
法
の
改
正
に
よ
り
、山

梨
県
で
は
今
月
か
ら
火
災
報

知
器
の
一
般
家
庭（
寝
室
、階

段
、廊
下
等
の
天
井
）へ
の
設

置
が
義
務
化
さ
れ
た
。

　火
災
報
知
器
の
設
置
が
義

務
化
さ
れ
た
と
い
っ
て
も
、自

分
の
家
に
は
必
要
な
い
、関
係

な
い
と
思
っ
て
い
る
人
が
結
構

い
る
の
で
は
な
い
か
。

　警
報
機
等
の
設
備
は
店
舗

や
事
務
所
の
商
業
施
設
等
に

設
置
す
る
の
が
一
般
的
で
、一

般
家
庭
に
は
馴
染
み
が
な
い

と
思
わ
れ
が
ち
だ
が
、６
月
以
降
の
火
災
報
知
器
の
設
置
の
義
務

化
は
、一
戸
建
て
等
の
戸
建
住
宅
、ア
パ
ー
ト
や
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の

共
同
住
宅
、自
営
業
等
の
店
舗
併
用
住
宅
、寮
等
の
寄
宿
舎
と
い

っ
た
、全
て
の
建
築
物
に
必
要
と
な
る
。

　何
故
こ
こ
ま
で
徹
底
す
る
の
か
と
い
う
と
、「
火
災
」
と
い
う

の
は
自
分
一
人
で
の
被
害
で
は
済
ま
な
い
か
ら
で
あ
る
。

　特
に
、ア
パ
ー
ト
等
の
集
合
住
宅
は
、一
つ
の
部
屋
で
火
事
が
起

き
た
場
合
、高
確
率
で
近
隣
の
部
屋
に
も
被
害
が
及
ぶ
。一
戸
建
て

の
家
に
し
て
も
、隣
の
家
に
燃
え
移
る
と
い
う
事
態
は
決
し
て
珍

し
く
は
な
い
。自
分
の
家
の
火
事
が
他
人
の
命
を
脅
か
す
可
能
性

も
大
き
い
。

　総
務
省
消
防
庁
が
発
表
し
た
「
平
成
16
年
に
お
け
る
火
災
の
状

況
」
に
よ
れ
ば
、死
者
1,
0
0
9
人
の
う
ち
逃
げ
遅
れ
に
よ
る
死

者
が
6
3
3
人（
62
・
7
％
）に
達
し
て
お
り
、住
宅
火
災
の
死
者

の
6
割
以
上
が
、「
逃
げ
遅
れ
」
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。（
特
に
65

歳
以
上
の
高
齢
者
の
逃
げ
遅
れ
の
割
合
が
多
く
な
っ
て
い
る
。）

　火
災
報
知
器
の
購
入
時
に
は
、悪
徳
業
者
の
存
在
に
注
意
が
必

要
で
あ
る
。

　火
災
報
知
器
設
置
の
義
務
化
を
利
用
し
、火
災
報
知
器
を
高
額

で
売
り
つ
け
よ
う
と
企
む
悪
徳
業
者
が
必
ず
出
て
く
る
だ
ろ
う
と

予
想
さ
れ
て
い
る
。

　ま
た
、日
本
消
防
検
定
協
会
の
検
定
に
合
格

し
た
Ｎ
Ｓ
マ
ー
ク
を
目
安
に
購
入
し
て
下
さ
い
。

　安
心
し
て
見
積
や
取
付
等
の
相
談
が
で
き
る

山
梨
県
電
機
商
業
組
合
へ
お
気
軽
に
ご
相
談
下

さ
い
。
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「
立
体
模
様
の
手
漉
き
和
紙
」

　
　
　
　
　
　
　
を
共
同
開
発

西嶋和紙工業協同組合T O P I C S ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

組
合
の
活
性
化

　
〜
3
6
5
日 

24
時
間 

生
活
を
守
る
〜

山梨県トラックターミナル協同組合T O P I C S ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

６
月
よ
り
全
て
の
建
物
に
火
災
報
知
器
の

設
置
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

山梨県電機商業組合T O P I C S ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

立体模様和紙の照明器具

ガソリンスタンド

東京インターナショナル・ギフトショー展示風景

　運
送
業
界
は
、国
民
の
暮

ら
し
を
守
る
た
め
、３
６
５

日
、24
時
間
、物
流
の
担
い

手
と
し
て
、お
客
様
の
と
こ

ろ
へ
安
全
に
荷
物
を
お
届

け
す
る
こ
と
を
大
使
命
と

し
て
、休
む
こ
と
な
く
活
動

し
て
い
る
。

　そ
の
た
め
、山
梨
県
ト
ラ

ッ
ク
タ
ー
ミ
ナ
ル
協
同
組

合
で
は
、運
送
業
の
基
本
で

あ
る
事
故
防
止
の
た
め
に
、

運
転
手
の
健
康
管
理（
集
団

健
康
診
断
の
実
施
）、運
行

前
の
車
の
点
検
を
徹
底
さ
せ
る
こ
と
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　さ
ら
に
、組
合
で
は
、燃
料
の
共
同
購
買
事
業
を
、組
合
の
最
大

事
業
と
し
て
位
置
づ
け
、い
か
に
安
価
な
燃
料
が
購
入
で
き
、安
定

供
給
が
受
け
ら
れ
る
の
か
、特
に
、本
年
３
月
11
日
の
東
日
本
大
震

災
の
よ
う
な
状
況
の
中
、運
送
業
の
命
と
も
い
う
軽
油
の
供
給
が

安
定
的
に
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
か
が
、大
き
な
課
題
で
あ
る
。

　組
合
に
は
、ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
が
あ
り
、近
い
将
来
、地
下
タ

ン
ク
の
改
装
が
義
務
づ
け
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、そ
の
資
金
手
当
を

ど
う
す
る
か
、こ
れ
も
組
合
の
大
き
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

　ま
た
、食
堂
事
業
に
つ
い
て
は
、過
去
は
全
国
的
に
成
功
例
と
い

わ
れ
て
い
た
が
、最
近
で
は
、食
へ
の
様
々
な
環
境
の
変
化
も
あ
り
、

年
々
食
数
も
、売
上
げ
も
減
少
し
、赤
字
経
営
が
続
い
て
お
り
、今

年
度
は
、存
続
を
含
め
、改
善
策
を
模
索
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

難
題
が
あ
る
。

　前
述
し
た
と
お
り
、運
転
手
が
主
役
の
運
送
業
で
あ
る
の
で
、い

か
に
、組
合
と
し
て
従
業
員
の
教
育
研
修
事
業
が
出
来
る
か
は
、

当
然
の
こ
と
で
あ
る
。

　以
上
の
よ
う
に
、組
合
が
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
課
題
は

多
く
あ
り
、ま
た
組
合
員
は
組

合
員
と
し
て
、会
社
の
特
長
を

生
か
し
、様
々
な
経
営
資
源
を

活
用
し
、厳
し
い
経
営
環
境
を

克
服
し
、中
長
期
的
ビ
ジ
ョ
ン

を
作
成
し
、生
き
残
り
を
考
え

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。組
合
と

組
合
員
の
努
力
は
常
に
不
可

欠
で
あ
る
。

　西
嶋
和
紙
工
業
協

同
組
合
と
身
延
町
は
、

「
立
体
模
様
の
つ
い

た
手
す
き
和
紙
」
を

共
同
開
発
し
、特
許

出
願
し
て
い
た
が
、こ

の
ほ
ど
認
め
ら
れ
た
。

 
 

発
明
の
名
称
は
、

「
立
体
紙
の
製
造
方

法
及
び
そ
の
製
法
を

利
用
し
た
立
体
紙
」

で
、協
同
組
合
と
行

政
機
関
が
共
同
出
願

し
た
の
は
全
国
で
も

珍
し
い
と
い
う
。

  

西
嶋
和
紙
は
言
い
伝
え
に
よ
る
と
、戦
国
時
代
に
紙
祖
望
月
清

兵
衛
翁
が
伊
豆
国
田
方
郡
立
野
村（
現
在
の
修
善
寺
町
）で
三
椏

を
原
料
と
し
た
「
修
善
寺
紙
」
の
製
法
を
学
ん
で
持
ち
帰
っ
た
こ

と
に
由
来
し
て
お
り
、武
田
信
玄
が
「
運
上
紙
」
と
し
て
認
め
た

こ
と
か
ら
定
着
し
た
と
い
う
。以
来
、四
百
有
余
年
の
長
い
伝
統
と

様
々
な
技
術
・
素
材
改
善
等
の
努
力
に
よ
り
、西
嶋
和
紙
は 

「
墨

色
の
発
色
」
「
に
じ
み
工
合
」
「
筆
ざ
わ
り
」
等
に
特
に
傑
出
し

た
も
の
と
な
り
、今
や
全
国
の
書
道
家
や
書
道
愛
好
家
に
珍
重
・

愛
用
さ
れ
て
い
る
。

　し
か
し
、時
代
の
変
遷
と
と
も
に
書
道
用
紙
の
需
要
が
減
少
し

て
い
る
こ
と
に
危
機
感
を
持
っ
た
同
組
合
は
、常
に
新
し
い
分
野

へ
の
進
出
、可
能
性
の
探
究
を
積
極
的
に
行
っ
て
お
り
、卒
業
証
書

や
イ
ン
テ
リ
ア
、文
具
用
紙
へ
の
展
開
を
行
っ
て
き
た
。

　今
回
の
製
法
特
許
は
、高
い
デ
ザ
イ
ン
性
を
生
か
し
て
ブ
ラ
イ

ダ
ル
グ
ッ
ズ
や
照
明
器

具
、壁
紙
、工
業
製
品
へ

の
応
用
が
可
能
で
あ
り
、

新
た
な
需
要
開
拓
が
期

待
さ
れ
て
い
る
。

　本
会
で
は
、昨
年
９
月

に
開
催
さ
れ
た
「
第
70

回
東
京
イ
ン
タ
ー
ナ
シ

ョ
ナ
ル
・
ギ
フ
ト
・シ
ョ
ー

秋
２
０
１
０
」
に
出
展

し
、同
組
合
の
製
品
の

P
R
を
行
い
需
要
開
拓

の
一
翼
を
担
っ
た
。

く
　
ら
　
し

組合会館

居室

台所

寝室

寝室、階段、廊下等＝煙感知器

居室



第三種郵便物認可　平成23年６月１日（水曜日）中小企業タイムズ（5）

　総務省では、平成21年7月に事業所・企業の捕捉に重点を置いた「経済センサス‐基礎調査」を実
施しました。この結果を使い、総務省・経済産業省では、各府省協力のもと、平成24年2月に、平成23
年の事業所・企業の活動状況を明らかにするための「平成24年経済センサス‐活動調査」を実施しま
す。調査結果は、各種行政施策や学術研究の基礎資料としての利活用だけでなく、経営の参考資料と
して事業者の皆様方にも活用していただくことを目指しています。
　「平成24年経済センサス‐活動調査」の実施に当たっては、従来の「事業所・企業統計調査」、「サー
ビス業基本調査」をはじめとした大規模調査を統合するほか、平成21年商業統計調査、平成23年工
業統計調査の調査事項についても、活動調査の中で、把握することとし、事業者の皆様方の記入負担
の軽減を図ります。

  調査の方法
　「調査員による調査」と「国、都道府県及び市による調査」の2つの方法で行います。
　また、調査は平成24年2月1日現在で実施します。
⑴調査員による調査 
　支社・支店等のない単独の事業所と、新設の事業所については、都道府県が任命する調査員が
平成24年1月までに各事業所に伺って調査票を配布し、2月から調査票の回収に伺います。
　ただし、積雪等のため調査員が調査票の回収に伺うことが困難な地域では、市町村が郵送で
調査票の回収を行います。
⑵国・都道府県及び市による調査
　支社・支店等を有する企業については、支社・支店等の調査票を含め、本社に郵送で調査票を
送付し、本社から支社・支店等の調査票を含めて郵送又はインターネットで提出していただきま
す（本社一括調査）。
　なお、調査票の送付に先立ち、平成23年6月に、本社に事業所等確認票を送付し、本社と支社・
支店等の新設・廃業や移転の状況、事業内容の変更の有無、調査への回答方法（郵送かインター
ネットか）などを確認させていただきます。この確認結果に基づいて該当する調査票を平成24
年1月に送付し、希望の回答方法で調査票を提出していただきます。

  結果の集計と公表
⑴公表の方法
　速報集計結果及び確報集計結果は、インターネット及び印刷物により公表します。
⑵公表の時期
　1.速報集計結果（産業共通事項に係る集計結果）は、平成25年1月末に公表予定
　2.確報集計結果（すべての調査事項に係る集計結果）は、平成25年夏ころから産業別に順次公
　　表予定

  調査項目
　経営組織、事業所の開設時期、従業者数、事業所の主な事業内容、売上及び費用の金額、事業別
売上金額などを記入していただきます

  調査員とは
　調査員の役割
　活動調査の実施に当たり、企業・団体を直接訪問して調査に従事するのが調査員です。調査員
は、調査の趣旨・方法などを理解した上で、あらかじめ定められた期間内に、担当する調査区域
内にある企業を訪問して、調査票の配布・記入依頼、記入された調査票の回収などを行います。
　その後、調査票の各欄の記入漏れや記入誤りがないかを検査し、必要に応じて電話などで確
認を行います。

  調査員の身分
　活動調査に従事する調査員は、市区町村の推薦に基づき、都道府県知事が任命する特別職の地
方公務員です。

  調査に答える義務、秘密の保護
　活動調査は、「統計法」（平成19年法律第53号）という法律に基づいた基幹統計調査として実施
します。同法では、基幹統計調査を受ける人には報告の義務を、また、調査を行う国、地方公共団
体、調査員などの調査関係者に対しては、調査内容を他に漏らしたり、調査票を統計作成以外の目
的に使用することを禁じ、これに反した場合の罰則を定めています。

  活動調査結果の利用
⑴国内総生産（GDP）、都道府県民所得等の推計に利用されます。
⑵地方消費税を都道府県や市町村に交付する際に利用されます。
⑶地域の産業振興や商店街活性化のための施策に利用されます。
⑷工業団地開発計画、企業誘致施策のための基礎資料として利用されます。
⑸過疎地域自立促進計画策定のための基礎資料として利用されます。
⑹各種補助金を交付するための基礎資料として利用されます。
⑺中心市街地活性化基本計画のための基礎資料として利用されます。
⑻温室効果ガス排出量の算定に利用されます。
⑼工業用水の需給計画、下水道計画策定のための基礎資料として利用されます。

  詳しくはHPをごらんください。
　　▶総務省統計局…http://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/index.htm
　　▶経済産業省……http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/census/index.html

　山梨労働局、公共職業安定所、山梨県、山梨県教育委員会、山梨県高等学校校長協会、山梨県高等
学校教育研究会進路指導部会、山梨県経営者協会、山梨県商工会議所連合会、山梨県中小企業団体
中央会で構成する山梨県高等学校就職問題検討会議において協議した結果、平成24年3月新規高
等学校卒業者に係る就職問題等について、正常な学校教育の維持及び適正な職業紹介の円滑な推
進を図るため、次の事項について申し合わせをした。

1.応募・推薦等について
⑴平成24年3月新規高等学校卒業者の応募・推薦については、平成22年度と同様に平成23年10
月14日までは一人一社のみの応募。推薦とし、平成23年10月15日以降は複数応募・推薦を可
能とする。
⑵企業においては、平成23年10月15日以降においても採用選考機会の拡大をお願いします。また、
求人が充足・取消となった場合においては、速やかに学校及びハローワークへ連絡を行うこと。
⑶複数応募・推薦に伴い、複数の企業から内定を得た場合に生じる生徒側からの採用辞退に対し
て、 企業側の理解を求めること。

2.求人の指定校制について
　企業が学校を指定して求人募集を行うことは、 均等な就職機会の確保の観点から、必ずしも望
ましいものではないが、その職種や仕事内容から学校・学科の指定等に一定の合理性が認められ
る場合があることを考慮し、出来る限り求人の共有化を進めることにより、生徒の就職機会の均等
を図っていくこと。

3.高校求人の確保について
　応募・推薦については上記1に示したとおりとするが、当該申し合せを履行する上で、求人の確
保は必要不可欠であるため、企業・学校・行政においては高校生の求人確保に最大限の努力を図る
こと。

4.応募に係る採用内定について
　応募に対する採否の通知については、できるだけ速やかに応募者（学校を含む）に通知されるよ
う、最大限企業側の協力を求めること。

  Ⅰ.本事業の趣旨
　小企業者組合の組合員である小企業者の経営基盤の強化や生産性の向上を目指した、既存の共
同事業の改善や新たな事業開発のためのフィージビリティ・スタディ（実現性調査・研究）、さらに
はフィージビリティ・スタディの結果を具体化するための事業に対して助成を行い、小企業者及び
小企業者組合の活性化を支援します。

  Ⅱ.事業内容
1.補助対象となる事業内容
①組合員及び組合の活性化のために実施する調査・研究
　例）ITを活用した市場開拓
　　　首都圏や海外等の新たな需要先の開拓
　　　今後の原材料の安定的確保
　　　消費者ニーズに対応する新たな意匠開発
　　　他分野等との連携による技術開発
　　　物流システムの効率化
　　　伝統技能の継承　　　　　……等に関するフィージビリティ・スタディ。
②上記のフィージビリティ・スタディの結果を活用した実現化事業
　例）ITの活用や物流効率化等の実証システムの開発
　　　プロトタイプの開発

　　　テストマーケティング等の具体化のための事業
　（注：この事業は、フィージビリティ・スタディに続いて当該年度において実施していただくことが条件となり
　　　　 ます。）

2.対象組合等
①事業協同組合、商工組合及び商店街振興組合のうち、その直接又は間接の構成員の4分の3以上
が小企業者（常時使用する従業員の数が5人（商業又はサービス業を主たる事業とする事業者に
ついては、2人（以下同じ）以下の会社及び個人）
②協業組合であって、常時使用する従業員の数が5人以下のもの又は組合員の4分の3以上が協業
実施直前において小企業者であったもの。
③事業協同組合連合会、商工組合連合会及び商店街振興組合連合会のうち、その会員組合の直接
又は間接の構成員の総数のうち、4分の3以上が小企業者であるもの。
④前記①～③に掲げる組合以外の組合であって他の特別の法律に基づく組合にあっては、その直
接又は間接の構成員の4分の3以上が小企業者であるもの。

3.補助金額・補助率及び補助対象経費
補助金額・補助率
　1件当たりの補助金額は1,200千円を上限とし、総事業費の2/3を助成します。
4.募集期間
平成23年6月1日（水）～7月15日（金）

小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業公募小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業公募

※事業申請の方法、様式や事業内容の詳しくは、担当指導員もしくは山梨県中央会組織開発部組織課（堀内・仲澤）TEL055-237-3215まで。

平成24年3月新規高等学校卒業者に係る就職について（申し合わせ）

平成24年経済センサス活動調査
経済の国勢調査の実施
平成24年経済センサス活動調査
経済の国勢調査の実施
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　５
月
16
日（
月
）、山
梨
県
中
小
企
業
団
体
青
年
中

央
会（
山
縣
正
道
会
長
）は
、平
成
23
年
度
通
常
総
会
・

講
演
会
及
び
交
流
会
を
開
催
し
た
。総
会
で
は
、平
成

22
年
度
事
業
報
告
・
決
算
承
認
の
他
に
「
東
北
地
方
を

震
源
と
す
る
大
震
災
に
よ
り
日
本
経
済
全
体
が
被
害

を
受
け
て
い
る
中
、創
造
性
や
機
動
性
を
有
す
る
若
手

経
営
者
や
後
継
者
の
役
割
は
ま
す
ま
す
大
き
く
な
る

と
考
え
ら
れ
る
。こ
の
よ
う
な
中
、若
手
経
営
者
及
び

後
継
者
を
会
員
に
持
つ
青
年
中
央
会
で
は
、会
員
が
抱

え
る
問
題
点
等
を
解
決
し
て
い
く
た
め
の
勉
強
会
や

視
察
研
修
な
ど
へ
の
助
成
、ま
た
、会
員
間
の
交
流
の

他
に
、他
県
及
び
他
の
経
済
団
体
青
年
部
と
の
交
流
促

進
を
例
年
以
上
に
行
っ
て
い
く
。」
を
基
本
と
し
た
平

成
23
年
度
の
事
業
計
画
も
承
認
さ
れ
た
。

　ま
た
、任
期
満
了
に
伴
う
役
員
改
選
が
行
わ
れ
、新

会
長
に
山
縣
正
道
氏
が
選
任
さ
れ
た
。（
名
簿
参
照
）

　総
会
後
に
は
、山
口
照
美
氏（
㈾
企
画
屋
プ
レ
ス
代

表
）よ
り
「
売
れ
る
ビ
ジ
ネ
ス
ア
イ
デ
ィ
ア
は
こ
う
創

れ
」
を
テ
ー
マ
と
し
た
講
演
会
が
開
催
さ
れ
た
。講
演

で
山
口
氏
は
「
現
状
を
改
善
す
る
た
め
に
は
悩
み
を
言

語
化
し
や
る
べ
き
事
を
明
確
に
し
た
上
で
無
駄
を
削
減

す
る
こ
と
や
、新
た
な
ア
イ
デ
ィ
ア
を
発
想
す
る
た
め

の
方
法
論
等
」
に
つ
い
て
実
体
験
を
交
え
て
語
っ
た
。

　講
演
会
後
に
は
交
流
会
が
開
催
さ
れ
、山
梨
県
産
業

労
働
部
産
業
政
策
課
課
長
、山
梨
県
中
小
企
業
団
体
中

央
会
副
会
長
な
ど
が
来
賓
と
し
て
参
加
し
た
他
に
、友

好
団
体
で
あ
る

山
梨
青
年
工
業

会
、甲
府
市
工

業
協
会
青
年
部

及
び
甲
府
商
工

会
議
所
青
年
部

か
ら
そ
れ
ぞ
れ

会
長
が
参
加

し
、会
場
は
大

い
に
盛
り
上
が

り
を
見
せ
た
。

山縣新会長

講演する山口氏

会　長 山縣 正道 ㈲山縣塗装店 山梨県塗装協同組合青年部甲塗会
 鈴木 浩文 鈴木製菓㈱ 山梨県食品工業団地協同組合青年部
副会長 須田 　猛 須田自動車工場 ＡＭＳ山梨青年部
 大沢 正聖 ㈱東和 社団法人山梨県トラック協会青年部会
 岩間 一幸 ㈲岩間電気工業 山梨県電気工事工業組合青年部
 河野 嘉孝 河野造園土木㈱ ㈱山梨県造園建設業協同組合青年部
理　事 秋山 　勲 ㈱秋山種菌研究所 ㈿山梨異業種交流青中倶楽部青年部会
 北条 繁寿 ㈲北条油店 山梨県石油商業組合青世会
 小島 　徹 ㈲小島精肉店 甲府食肉三水会

監　事
 小林 育也 丸浜舗道㈱ ㈿山梨異業種交流青中倶楽部青年部会

 小澤 　浩 小沢石油㈱ ㈿山梨異業種交流青中倶楽部青年部会

新
会
長
に
山
縣
氏
が
就
任

山
梨
県
中
小
企
業
団
体
青
年
中
央
会

山梨県中小企業団体青年中央会　新役員名簿

　山
梨
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
で
は
、ふ
る
さ

と
雇
用
再
生
特
別
基
金
を
利
用
し
た
地
場
産
品
販

売
促
進
事
業
を
山
梨
県
よ
り
昨
年
に
引
き
続
き
受

託
し
、県
産
品
の
販
路
拡
大
を
図
る
と
と
も
に
、本

県
の
物
産
や
観
光
の
知
名
度
や
イ
メ
ー
ジ
の
向
上

を
図
る
こ
と
を
目
的
に
次
の
と
お
り
実
施
し
た
。

  

１ 

県
産
品
の
掘
り
起
こ
し
に
関
す
る
事
業

▼
県
産
品
の
情
報
収
集
と
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化

　生
産
者
な
ど
県
産
品
を
取
り
扱
う
事
業
所
へ

の
訪
問
調
査
に
よ
る
特
産
品
取
扱
企
業
と
商
品

リ
ス
ト
の
作
成（
1
0
0
事
業
所
、1
1
7
品
目
）

▼
生
産
者
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
に
よ
る
活
動
促

　進

　
　メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
を
毎
月
発
行
し
、実
施
事
業

の
周
知
、県
産
品
に
関
す
る
情
報
、生
産
者
同
士

の
交
流
に
努
め
た（
配
信
回
数

　9
回
、1
3
9

社
）

▼
県
産
品
並
び
に
県
産
品
生
産
者
の
育
成

　新
商
品
の
開
発
、地
域
資
源
の
活
用
の
一
助
と

な
る
よ
う
、ま
た
、生
産
者
の
交
流
を
図
る
た
め

講
演
会
を
開
催
し
た
。（
実
施
回
数
2
回
、延
べ

約
1
0
0
人
）

  

２ 

県
産
品
の
販
売
促
進
に
関
す
る
事
業

▼
内
外
イ
ベ
ン
ト
等
へ
の
出
展

　

　県
内
外
デ
パ
ー
ト
や
イ
ベ
ン
ト
に
お
い
て
、生

産
者
か
ら
販
売
委
託
を
受
け
た
県
産
品
の
対
面

販
売
及
び
生
産
者
等
の
直
接
出
展
を
行
い
、商

品
に
対
す
る
消
費
者
の
反
応
等
に
つ
い
て
把
握

し
た
。

・
実
施
回
数

　県
内
９
回
、県
外
14
回
の
合
計

　23
回

　
　

　
　・
開
催
日
数

　延
べ
74
日

　
　・
ス
タ
ッ
フ
派
遣
数

　延
べ
1
5
3
人

　
　・
取
扱
県
産
品
・
企
業
数

　延
べ
68
企
業
、

　
　
　3
6
1
品
目

▼
取
引
先
開
拓
営
業

　新
た
な
販
売
チ
ャ
ネ
ル
開
拓
の
た
め
東
京
都

区
内
や
横
浜
市
内
の
デ
パ
ー
ト
や
ス
ー
パ
ー
の

催
事
、販
売
促
進
担
当
を
訪
問
し
、県
産
品
の
販

路
拡
大
の
た
め
、催
事
な
ど
へ
の
参
加
を
依
頼
し

た
。　

　・
東
京
地
区
、神
奈
川
県
、静
岡
市
大
型
店

　
　
　な
ど
５
回
訪
問

  

３ 

広
告
宣
伝
そ
の
他
山
梨
県
の

　

   

イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
に
関
す
る
事
業

▼
山
梨
の
物
産
ガ
イ
ド（
食
品
編
）の
作
成

　商
品
情
報
を
掲
載
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
作

成
し
、１
０
５
社
の
商
品
を
掲
載
し
た
。こ
の
パ

ン
フ
レ
ッ
ト
は
、加
除
可
能
な
フ
ァ
イ
ル
形
式
に

し
て
お
り
、今
後
、開
拓
営
業
等
に
活
用
し
て
い

く
。

▼
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
作
成

　パ
ン
フ
レ
ッ
ト
掲
載
情
報
を
中
心
に
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
開
設
し
た
。広
く
一
般
消
費
者
に
県
産

品
の
消
費
拡
大
を
図
っ
て
い
く
。

▼
観
光
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
の
配
布

　
　
　

　県
外
に
お
け
る
イ
ベ
ン
ト
等
に
お
い
て
は
、観

光
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
配
布
し
、県
内
観
光
地
の
イ

メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
を
図
り
、観
光
客
の
山
梨
へ
の
誘

客
に
つ
と
め
た
。

平成22年度「地場産品販売促進事業」の実施概要

好評のうちに終了した「武田兵糧丸」の販売（東京日本橋 「風林火山物産展」）

今話題の「鳥もつ煮」を販売・PR（東急百貨店　吉祥寺店）

特産品市場開発チーム



第三種郵便物認可　平成23年６月１日（水曜日）中小企業タイムズ（7）

派遣先の被災等により、派遣先での業務ができなくなったことや、派遣
先と派遣元の労働者派遣契約が中途解除されたことにより、派遣元が派
遣労働者を即時に解雇することは許されるのでしょうか。

　まず、「派遣元と派遣先との間の労働者派遣契約」と「派遣元と派遣労
働者との間の労働契約」とは別であることに留意する必要があります。派
遣元と派遣労働者との間の労働契約は、契約期間の定めのない労働契約

である場合（無期労働契約）と契約期間の定めのある労働契約である場合（有期労
働契約）があります。有期労働契約の解雇については、労働契約法第17条第1項に
おいて、「使用者は、期間の定めのある労働契約について、やむを得ない事由がある
場合でなければ、その契約期間が満了するまでの間において、労働者を解雇するこ
とができない。」と規定されていることを踏まえ、適切に対応されることが望まれま
す。派遣元の使用者は、派遣先での業務ができなくなったり、派遣先との間の労働
者派遣契約が中途解除された場合でも、そのことが直ちに労働契約法第17条第1

項の「やむを得ない事由」に該当するものではないことに注意してください。
　また、派遣元の使用者は、「派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針」に基づ
き、派遣先と連携して新たな就業機会の確保を行うことや、新たな就業機会の確保
ができない場合でも、休業等を行い、派遣労働者の雇用の維持を図ることに努めて
いただくようお願いいたします。

※「派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針」については、以下のＵＲＬをご覧くだ
さい。
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/jukyu/haken/your
you/dl/8shishin.pdf

※平成23年3月28日に厚生労働大臣名で、人材派遣関係団体や主要経済団体に対し
て、「労働者派遣契約の解除等があった場合でも、派遣労働者の新たな就業機会の確
保に努めていただくこと」、「やむを得ず休業する場合にあっても、雇用調整助成金を
活用するなど、休業についての手 当ての支払いに努めていただくこと」等について要
請しています。
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000016av1.html

労働基準法等に関するＱ＆Ａ（第２版） 

派遣労働者の雇用管理について
●平成23年東北地方太平洋沖地震に伴う労働関連情報

Ａ
2-2

Ｑ
2-2

■対 象 者：下請事業者及び親事業者の外注（購買）業務を管
　　　　　　理する者等
■実施期間：平成24年１月末まで
　　　　　　（日程や時間については相談に応じます。）
■説明内容：下請代金支払遅延等防止法、下請中小企業振興
　　　　　　法、業種別ガイドライン、ベストプラクティスの概
　　　　　　要説明等（所要約２時間）
■開催形式：単独での開催をはじめ、組合定例会・理事会・研修
　　　　　　会などの他行事との抱き合わせ開催も可能
　　　　　　（組合・グループ単位でのお申込みをお待ちして
　　　　　　います。）
■開催規模：10名～50名程度
■開 催 費：無　料（講師派遣料、会場費、テキスト代）

　中小企業にとっては、厳しい経営環境が続いており、先
行きへの不安感は、組合事業へも大きく影響を及ぼし始
めています。
　『健全な組合運営の維持・基盤強化』や『事業の活性化』
は多くの組合の共通課題であり、その根底には業界が早
急に対応すべき課題もあります。
　この事業では、組合や業界が直面する様々な課題のう
ち組合による取り組みによって効果が期待できる「課題」
を講習会・個別指導・視察研修・診断などと組み合わせ、専
門家によるアドバイスを受けることが出来ます。 

23年度 対象組合募集!!23年度 対象組合募集!! ▶▶▶組合課題対応集中指導事業

■事業の詳細は、担当指導員又は下記までお気軽にお問い合わせ下さい。　
　山梨県中小企業団体中央会 連携支援課　TEL.055（237）3215　FAX.055（237）3216

1．対 象：専門家等を活用して直面する課題に取り組む組合
2．対象経費及び助成限度額：
　 専門家謝金・会場借料・車両借料などに要する経費の2/3
　 （上限100,000円）までは中央会が負担します。
3．実施完了期日：2012年1月末日までに事業完了

支援の概要と要件

問題解決に挑む組合の「やる気」を支援します。問題解決に挑む組合の「やる気」を支援します。
今が取り組みの
チャンスです

▶▶▶平成23年度「下請ガイドライン」普及啓発事業 下請ガイドラインをご存知ですか？
「下請ガイドライン」…親事業者（元請負人／荷主）・下請事業者（下請負人／下請）の“win-win”の関
係を構築するため、各業界における問題事例やベストプラクティスなどを具体的に示しています。

「下請ガイドライン」説明会実施組合・グループを募集!!「下請ガイドライン」説明会実施組合・グループを募集!!

「下請ガイドライン」の内容を知りたい！
組合員・会員向けに説明会を開催してみたい！など…

■お問い合わせ・申し込みは
　山梨県中小企業団体中央会　連携支援課又は担当指導員まで　　
　TEL：055-237-3215／FAX：055-237-3216

▼平成22年6月現在、以下の15業種について策定されております。説明会開催イメージ

●下請ガイドライン一覧
　http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/guideline.htm（下請かけこみ寺ＨＰ）

下
請
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
15
業
種

●素形材 ●自動車 ●産業機械・航空機等 ●繊維 ●情報通信機器

●情報サービス・
　ソフトウェア

●広告 ●建設 ●トラック運送 ●建材・住宅設備

●放送コンテンツ ●鉄鋼 ●化学 ●紙・加工 ●印刷
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編集後記
　梅雨の季節、湿度の高い日が続きま
す。体調の管理に気をつけましょう。
　さて、毎年のことですが、総会終了
後の届出書類の整備につきましては、
お忘れのないようお願します。
　また、役員改選期であった組合につ
きましては、法務局への登記が必要と
なります。総会終了後の手続きは、中
小企業タイムズ４月号の紙面で、もう
一度確認して下さい。

●ご意見・ご要望は、
　中小企業タイムズ編集班まで

TEL 055-237-3215
FAX 055-237-3216
E-mail webmaster@chuokai-
yamanashi.or.jp

新
採
用
職
員
紹
介

新
採
用
職
員
紹
介米 山 敦 子

　4月25日から新たに職員を

1名採用しましたので紹介し

ます。

　よろしくお願いします。

　当会において、東日本大震災で被災された方々への災害見舞金を募りましたところ、多くの皆様からご協力を頂き、誠にありがと
うございました。    
　皆様から頂いた善意は、私どもの上部団体であります全国中小企業団体を通じて、各種支援団体、被災地へと届けられ、被災者の
方々の生活支援や1日も早い地域の復興のために役立てられます。
　災害見舞金にご協力を頂きました皆様方の報告をさせて頂きます。

山梨県不動産業㈿
山梨県型枠工事㈿
山梨県トラックターミナル㈿
山梨県システム輸送㈿
山梨県農業機械商業㈿
山梨県電機商業組合
山梨県蒟蒻原料商工業㈿
一般社団法人 ふたば土地管理組合
企業組合 山のパン屋桑の実
インテリジェントコミュニケーション事業㈿
山梨県ニット工業組合
山梨県畳同業組合連合会
山梨協豊事業㈿
欽明事業㈿
西嶋和紙工業㈿
企業組合温泉市場・しんせんやまなし
㈿ファッションシティ甲府
山梨医療福祉事業㈿
クリーンネット笛吹 協業組合
山梨療術業㈿
山梨県遊技業㈿
赤帽赤帽山梨県軽自動車運送㈿
企業組合 ふるさと薬膳森樹
山梨県食品工業団地㈿
下部温泉観光旅館㈿
山梨衣料チェーン㈿プロス
双葉農の駅 企業組合
山梨県パン㈿
韮崎市環境事業㈿
甲府ハイヤー事業㈿
山梨県機械金属工業団地㈿
山梨県印章店㈿
山梨県警備業㈿
山梨県撚糸工業組合
富士経友会㈿
都留機械金属工業㈿
富士吉田織物㈿
西桂織物工業㈿
谷村織物工業㈿
大月織物㈿
上野原織物工業㈿

㈲サイグサ
山梨県配電盤工業㈿
鰍沢毛メリヤス工業㈿
南アルプス商業㈿
甲府市管工事㈿
山梨県水産物商業㈿
山梨県森林整備生産事業㈿
山梨県室内装飾事業㈿
甲府菓子工業㈿
山梨県不動産鑑定㈿
甲斐東部材産地形成事業㈿
山梨中央建設㈿
韮崎本町運送㈱
山梨水産加工事業㈿
東京海上日動火災保険㈱
山梨信用金庫
南アルプス・エコ協業組合
山梨県葬祭事業㈿
甲斐リサイクル事業㈿
都留信用組合
一般社団法人 山梨県木材協会
山梨県建設業㈿
かすが商店街振興組合
野草のさと・大月加工センター 企業組合
山梨県山砕石事業㈿
山梨県歯科医師㈿
甲府畳工業㈿
山梨県塗装㈿
関東自動車共済㈿
甲府印伝商工業㈿
㈿物流ネットワーク山梨
峡南林業整備生産㈿
甲府市資源回収㈿
㈿甲府市造園協会
コンピュータ利用促進㈿
山梨県学校給食㈿
甲府市廃棄物協業組合
韮崎市上水道工事㈿
甲府信用金庫
㈿山梨県総合環境クリーンセンター
㈿山梨県ジュエリー協会

高根クラインガルテン企業組合
山梨県環境計量事業㈿
㈿ベルビル・マルシャン
甲斐市一般廃棄物㈿
大月エルピーガス販売㈿
一般社団法人 八ヶ岳ツーリズムマネジメント
甲西家具工業団地㈿
富士観サービス事業㈿
上野原工業団地事業㈿
㈿国母工業団地工業会
㈿山梨安心サービス
山梨県トラック事業㈿
山梨総合管財事業㈿
山梨県青果商業㈿
山梨県コンクリート製品㈿
山梨県サッシ販売工業㈿
山梨県板金工業組合
山梨県電気工事工業組合
根場民宿㈿
山梨県民信用組合
南アルプス特産品企業組合・ほたるみ館
小俣精三（上野原機械器具工業㈿/理事長）
㈱波多野製作所
上野原機械器具工業㈿
下部旅館振興㈿
山梨県造園建設業㈿
市川和紙工業㈿
山梨県火災共済㈿
山梨県中小企業共済㈿
山梨県美容業生活衛生同業組合
山梨県貴金属工芸㈿
山梨県環境整備事業㈿
北杜市環境事業㈿
物流ネットワーク山梨㈿
山梨県自動車車体整備㈿
㈱石友
㈿山梨県鉄構工業会
山梨中央青果商業㈿
山梨県冷凍空調設備事業㈿
中央会役職員一同

※今後も、災害見舞金にご協力を頂きました皆様につきましては、中小企業タイムズの紙面で随時ご紹介をさせて頂きますの
で、引き続きご協力をお願い申し上げます。    

東日本大震災 災害見舞金の
ご協力ありがとうございました。
東日本大震災 災害見舞金の
ご協力ありがとうございました。

▼ご協力を頂いた組合・団体・企業・個人　　　　　　　　　　　　 【5月31日現在】　合計 3,190,083円

（敬称略・順不同）

「中小企業の森」
整備事業の実施
のお知らせ

※詳細については募集チラシをご覧ください
皆様の御参加をお待ちしています!!

金川の森 「中小企業の森」
笛吹市一宮町1162－1

開催場所

開催日時

平成23年 6月25日（土）
9：00～11：00
（御弁当と飲み物をお配りします）


